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1970 年末に始まる中国の改革開放政策は都市部の社会経済構造や人々の日常生活にも

大きな変化をもたらした。1990 年以降の上海は、健全な社会経済成長と長い歴史を持

つ文化的コンテクストに裏打ちされ、中国独自の社会主義市場経済(中国特色社会主義

市場経済)のモデルへと急速な成長を遂げた。上海はここ 14 年間、浦東でとりわけ急速

に発展した都市であり、インナーシティーにおける高架道路、大規模緑地公園、多くの

高層建築にみられるような都市再開発が急速に進んでおり、市場指向型経済への移行に

向けた経済改革に伴い、建設費財源や利害関係は多元化している。このような過渡期に

ある上海において、都市再開発とは多様な利害の交錯するアリーナととらえられ、行政、

ディベロッパー、住民といった主体が協力して活動することによって、都市全体の整備

という共通の目標を達成する必要があろう。以上の問題意識のもとで、本研究は、上海

において、短期間で中心市街地の再開発を成功に導くために、どのような制度的枠組み

が求められるかを考察している。本研究は互いに関連した次の 3 つの研究課題から構成

されている。 
(1)上海における様々な問題を解決する処方箋として、経済成長を推進するような親成

長的なアーバンレジームは存在するのか？ 
(2)その場合、なぜ上海はそのような親成長的なアーバンレジームを選択したのか？ 
(3)そのアーバンレジームは上海において中心市街地の再開発を促進しているのか？ 

(1)について、改革前後の都市開発戦略プロセスと成果、市街地環境に対する大規模

資金フローに関する調査を行った。国家レベルでは、都市開発戦略は改革前後で 180 度

転換されたことが明らかになった。新たな都市開発戦略は都市の急速な成長に寄与して

いることから、中央政府は国家経済全体の成長を促進するような都市開発へと注意を払

うようになったといえる。上海レベルでは、都市の土地利用やスカイライン形成に変化

をもたらすような市街地環境に大規模資金が向けられていることから、都市レベルでの

経済開発が刺激されたといえる。したがって、上海においては、何らかのアーバンレジ

ーム－急速な経済成長を中心的課題にすえ、かつ、開発を推進するあらゆる機会を生か

すようなアーバンレジーム－が形成されつつあると結論付けている。 
次に、(2)について、3 つの観点から議論を展開している。①中央政府と上海市政府と

の財務上の関係を評価・検討することによって、中央政府からの資金的支援の取り下げ

または減少に伴って、上海市政府は行政業務を遂行するために、制度化された新たな資

金源を模索する必要があることが明らかになった。②経済のグローバル化が都市環境層

の激化をもたらしたため、上海市政府は、行政改革により、都市における区政府の再編

が行われ、街道政府は商務に携わることができる独立団体となった。さらに、住民自治

の範囲が拡大し、コミュニティ参加の機会が拡大した。③経済成長を促進してゆくこと

は、各レベルの政府の重要な任務、時には唯一の任務となり、中国共産党の権限の唯一

の正当性となり、そして、上海市政府のトップ層が昇進するための条件となった。 



(3)については、上海の中心市街地の再開発プロジェクトに関する事例研究として、

新天地広場、太平橋公園、馬場路の 3 事例を扱った。事例研究から得られた知見は次の

2 点に集約される。①行政とディベロッパーとの交渉に大きな裁量の余地が存在するこ

と、または、行政が明確な方向性を示し、かつ、その方向性の大部分がディベロッパー

と行政の主要なメンバーとの個人的な関係に基づいて決定されていること、が公民パー

トナーシップにおいて重要である。②都市開発政策の転換点と位置付けられる 2001 年

以降、住民の移転に対する保障を充実させている。また、住民は移転に対する合理的な

保障についてディベロッパーと交渉することができるようになった。しかし、そのよう

な交渉は経済的な保障に限られており、また、個人的なレベルのものでもある。NGO
や CBO のような住民が信頼できる制度化された手段は存在していない。 

以上の考察に基づき、開発途上国、特に中央計画経済から市場指向型経済への移行の

過渡期にあるポスト社会主義国、における新たな親成長アーバンレジームに関して次の

ような結論が得られた。 
① このような親成長アーバンレジームは、「行政が依然としてあらゆる資源の分配を

支配し、プライベートセクターと協力し、一方で住民は政策決定過程において周縁

化されている」ことによって特徴付けられる。 
② 都市間競争、経済のグローバル化、行政改革のような外部環境の変化に直面した場

合、このようなアーバンレジームは過渡期にある都市の多くに対して必須の選択で

ある。 
③ ポスト社会主義国に特有の政治文化のために、行政高官は大規模再開発プロジェク

トを進めようとし、また、非常に長い期間、親成長的アーバンレジームは安定化す

る。 
④ 進歩的な資金面でのインセンティブ、規制緩和化された都市計画や特定のプロジェ

クトを保護するような特別な政策は良好なビジネス環境を維持するための主要な

手段であると考えられる。 
⑤ 行政が住民に対して自治権を与えること、政策決定における住民参加によって、ポ

スト社会主義国都市の市民社会が回復しつつあることもまた無視できない要素と

してあげられる。 
 本研究は、中国・上海市を事例として成長促進的な政策形成過程とその都市再開発課

程への影響を詳細に明らかにし、優れた学術的価値を有している。さらに、その分析を

通じて今後の制度改善のための有益な提言を行っている。 
 よって本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認められる。 


